職員の高齢者部分休業に関する条例の改正（概要）

総務部人事局企画厚生課
■改正の理由

　・地方公務員法（昭和25年法律第261号）の改正に伴い、高齢者部分休業に関し、任命権者が当該休業を承認することができる期間を規定する必要があることから、所要の改正を行う。
　
■改正の内容
・改正前の地方公務員法第26条の３第１項（高齢者部分休業）では、任命権者は、「定年退職日から五年を超えない範囲内において条例で定める期間さかのぼつた日後の日」で、職員が申請において示した日からその定年退職日までの期間中、高齢者部分休業の承認をすることができるとされており、同規定を受け、職員の高齢者部分休業に関する条例（平成17年大阪府条例第147号）第２条第２項では、この条例で定める期間を５年と定めている。

・しかし、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成25年法律第44号）第10条の規定により
地方公務員法第26条の３第１項が改正され、任命権者が高齢者部分休業を承認できる期間について、「高年齢として条例で定める年齢」に達した日以後の日で申請において示した日から定年退職日までの期間において承認することができるとされたことから、当該年齢を条例で定める必要が生じることとなった。
・府においては、任命権者が高齢者部分休業を承認できる期間について、今回の改正後においても従前と同様とすることから、「高年齢として条例で定める年齢」を、職員の高齢者部分休業に関する条例第２条第２項において、職員の定年等に関する条例（昭和59年大阪府条例第３号）第３条に規定する定年となる年齢から５年を減じた年齢とするとともに、第２条第３項において、任命権者が承認する高齢者部分休業の期間の始期を、同条第２項に定める年齢に達した日後最初に到来する４月１日以後の任命権者が定める日とする旨の改正を行う。
■施行期日
　・平成26年４月１日
　（理由）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律における地方公務員法の改正規定に係る施行日が平成26年４月１日であるため。
■政策アセスメント・制度間調整

　・平成26年２月19日に地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第29条による意見聴取を実施予定（教育委員会）
